
四日市市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２７年３月３１日 

四日市市長  田 中 俊 行 

 

四日市市規則第３５号 

四日市市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

四日市市子ども・子育て支援法施行細則（平成２６年四日市市規則第５３号）の一

部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（支給認定の申請等） （認定の申請等） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 市長は、前項の申請に係る小学校就

学前子どもの保護者が支給認定に該当

すると認めたときは、支給認定証（第

２号様式）を当該申請に係る保護者に

交付するものとする。 

 

  

 （利用者負担の額）  

第４条 利用者負担の額は、法第２７条

第３項第２号、第２８条第２項各号、

第２９条第３項第２号及び第３０条第

２項各号（法附則第９条第１項の規定

の適用があるときは、同項第１号イ、

第２項イ(1)若しくはロ(1)又は第３号

イ(1)）に掲げる政令で定める額を限

度として市長が定める額とし、別表の

とおりとする。ただし、四日市市幼稚

園保育料及び教育委託料徴収条例（昭

和２３年条例第５０号）及び四日市市

立保育所入所児童に要する費用に関す

 



る規則（昭和３８年規則第１６号）並

びに四日市市入所児童の保育委託に関

する規則（平成１２年規則第３０号）

に定める保育料についてはこの限りで

ない。 

２ 支援法施行規則第７条（支援法施行

規則第１３条において準用する場合を

含む。）の規定による支給認定保護者

に対する通知は、保育料決定通知書

（第３号様式）により行うものとす

る。 

 

  

第５条 （略） 第４条 （略） 

  

第６条 （略） 第５条 （略） 

  

 （優先利用の基準）  （優先利用の基準） 

第７条 特定教育・保育施設等の利用を

希望する保育を必要とする児童のう

ち、優先的に保育を行う必要があると

認められる事由については、四日市市

保育所入所に関する規則（平成２６年

四日市市規則第５０号）第５条の規定

を準用する。 

第６条 地域型保育事業の利用を希望す

る保育を必要とする児童のうち、優先

的に保育を行う必要があると認められ

る事由については、四日市市保育所入

所に関する規則（平成２６年四日市市

規則第５０号）第５条の規定を準用す

る。 

  

 （特定教育・保育施設等の確認の申

請） 

 

第８条 法第３１条第１項及び第４３条

第１項の規定による申請は、特定教

育・保育施設特定地域型保育事業確認

申請書（第４号様式）に市長が定める

書類を添付して行うものとする。 

 



  

 （公立施設の公定価格）  

第９条 市が設置する特定教育・保育施

設の公定価格については、当該施設の

運営に要する費用を考慮し、年度毎に

市長が別に定める。 

 

  

第１０条 （略） 第７条 （略） 

 

改正後 

別表（第４条関係） 

１ 法第１９条第１項第１号に該当するもの 

納入義務者の属する世帯の階層区分 

階層区分 定義 

利用者負担限度額 

（月額）単位：円 

第１ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律による支援給付

受給世帯 

0 

 

第２ 市町村民税所得割非課税世帯 3,000 

 

第３ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ７７，１０1円未満 

16,100 

 

第４ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ７７，１０１円以上 

２１１，２０１円未満 

20,500 

 

第５ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額２１１，２０１円以上 

 

25,700 

 

 
 

２ 法第１９条第１項第２号及び法第１９条第１項第３号に該当するもの 



納入義務者の属する世帯の階層区分 利用者負担限度額（月額）   単位：円 

上段の金額     ：保育標準時間認定 

下段（  ）内の金額：保育短時間認定 

年齢区分 階層区

分 

定義 

３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

第１ 生活保護法による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関

する法律による支援給付受

給世帯 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

第２ 市町村民税非課税世帯 

 

6,700 

（5,600） 

4,900 

（3,800） 

4,200 

（3,100） 

第３ 市町村民税所得割非課税世帯

（均等割額のみ） 

11,000 

（8,500） 

7,900 

（5,400） 

7,300 

（4,800） 

第４ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ４８，６００円未

満 

12,200 

（9,700） 

9,100 

（6,600） 

8,600 

（6,100） 

第５ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ４８，６００円以

上 

５８，８００円未

満 

15,600 

（13,100） 

11,700 

（9,200） 

10,800 

（8,300） 

第６ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額 ５８，８００円以

上 

９７，０００円未

満 

26,400 

（23,900） 

19,300 

（16,800） 

16,800 

（14,300） 

第７ 市町村民税所得割課税世帯 35,900 25,000 20,800 



課税額 ９７，０００円以

上 

１３３，０００円未

満 

（33,400） （22,500） （18,300） 

第８ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額１３３，０００円以

上 

１６９，０００円未

満 

41,900 

（39,400） 

27,300 

（24,800） 

22,600 

（20,100） 

第９ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額１６９，０００円以

上 

２３５，０００円未

満 

47,600 

（45,100） 

29,800 

（27,300） 

25,000 

（22,500） 

第１０ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額２３５，０００円以

上 

３０１，０００円未

満 

52,000 

（49,500） 

31,900 

（29,400） 

25,800 

（23,300） 

第１１ 市町村民税所得割課税世帯 

課税額３０１，０００円以

上 

58,500 

（56,000） 

33,100 

（30,600） 

26,600 

（24,100） 

 
 

３ 同一世帯から２人以上の就学前児童が特定教育・保育施設若しくは特定地域型

保育事業所、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部、知的障害児通園施

設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設通園部若しくは情緒障害児短期治療施

設通所部（以下「保育所等」という。）に入所し、又は児童デイサービスを利用

している場合の保育料（単位：円） 

同一世帯の入所児童の

うち、特定教育・保育

施設等に入所している

１ 同一世帯の入所

児童のうち、最も年

齢の高い児童 

利用者負担限度額欄の各認定区

分の額（備考(6)の規定を適用

後の額） 



２ 同一世帯の入所

児童のうち、１の児

童の次に年齢の高い

児童 

利用者負担限度額欄の各認定区

分の額（備考(6)の規定を適用

後の額）×０．５ 

児童に係る利用者負担

限度額 

３ その他の児童 ０ 
 
 

４ 多子世帯の利用者負担限度額（単位：円） 

同一世帯に３人以上の児童がおり、特定教育・

保育施設等に入所している児童の兄姉が小学校

に入学し、又は児童デイサービスを利用してい

る場合、小学６年生以下の児童から数えて第３

子以降となる入所児童の利用者負担限度額 

０ 

 
備考 

 (1) 保育標準時間認定及び保育短時間認定とは、四日市市子ども・子育て支援法

施行細則（平成２６年四日市市規則第５３号）第４条に規定する保育必要量の

認定を受けた区分をいう。 

 (2) 利用者負担額は、４月２日から翌年４月１日までに生まれた児童を同一年齢

児として扱う。 

 (3) 利用者負担限度額は、複数の要件を満たすときは、その低額なものとする。 

 (4) ４月分から８月分までの保育料は前年度市町村民税の額により、９月分から

翌年３月分までの利用者負担限度額は、当年度市町村民税の額により算定す

る。 

 (5) ２の表の第３階層における「均等割額」とは、地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、第３階層か

ら第１１階層までにおける「所得割」とは、同項第２号に規定する所得割（同

法第３１４条の７、同法第３１４条の８、同法附則第５条第３項及び第５条の

４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は適用しない。）の額をいう。地方

税法第３２３条に規定する市民税の減免がある場合は、その額を所得割の額又

は均等割額からそれぞれ控除して得た額を所得割の額又は均等割額とする。こ

の場合において、世帯員が非婚の一人親（婚姻の届出をしていない事実上婚姻

関係と同様の者は除く。）であるときは、寡婦控除の適用があるものとみな



す。 

 (6) 第２階層において次に掲げる世帯は、利用者負担限度額を０円とし、第３階

層及び２の表の第４階層において次に掲げる世帯は、当該階層の利用者負担限

度額から１，０００円を控除する。 

  ① 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６

項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 

  ② 次に掲げる在宅障害児（者）を有する世帯 

   ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体

障害者手帳の交付を受けた者 

   イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年厚生省発児第１５６号）に定める療育手

帳の交付を受けた者 

   ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

   エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

に定める特別児童扶養手当の支給対象児又は国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金の受給者 

  ③ 児童の保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困窮し

ていると市長が認めた世帯 

 (7) 保育認定を受けたものに限り、１箇月全日欠席児童の利用者負担限度額につ

いては、所定の月額の利用者負担限度額の７割とする。また、１日でも出席し

た場合は、その月の利用者負担額は減額しない。 

 (8) 月途中における入退所があった場合の利用者負担限度額は、次に定める算式

により算出して得た額とする。 

   １の表の適用を受ける場合 

   利用者負担限度額（月額）×在籍期間中の開所日数（当該日数が２０日を超

える場合は２０日）÷２０日 

   ２の表の適用を受ける場合 

利用者負担限度額（月額）×在籍期間中の開所日数（当該日数が２５日を超

える場合は２５日）÷２５日 

 (9) 利用者負担限度額に１０円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てる。 

 



改正前 

 （なし） 

 第１号様式の次に次の３様式を加える。 

 



第２号様式（第３条関係）  

 

 

 

                               第     号  

                          年 月 日  

 

様  

 

                         四日市市長  

 

 

支 給 認 定 証 

支 給 認 定 証 番 号 第        号 

入所する児童の氏名 

及 び 生 年 月 日 
 

保 護 者 の 氏 名 

及 び 生 年 月 日 
 

居 住 地  

支 給 認 定 区 分  

保 育 必 要 量   

保育を必要とする事由   

有 効 期 間  年 月  日 から  年 月  日   まで  



第３号様式（第４条関係）  

                               第    号  

                               年 月  日  

 

様  

 

 

                       四日市市長  

 

 

保育料決定通知書 

 

 保育料を次のとおり決定しましたので通知いたします。  

入所する児童の氏名 

・ 認 定 者 番 号 

及 び 生 年 月 日 

 

 

 

事 業 所 名  

保 育 料 月 額  

保 育 の 実 施 期 間  から  

備考      

 



第４号様式（第８条関係）  

        特定教育・保育施設  

        特定地域型保育事業  

                                  年  月  日  

四日市市長  

                   所 在 地  

               申請者 名  称  

                   代表者氏名  

 子ども・子育て支援法に規定する      に係る確認を受けたいので次のとおり、関係書類を添

えて申請します。  

申

請

者  

フリガナ  

名称（氏名）  

 

 

主たる事務所の  

所在地・連絡先  

（郵便番号   ―    ）  

      

電話番号   FAX番号   

E-mail ｱﾄﾞﾚｽ   

法人等の種別   法人所轄庁   

代表者の  

職名・氏名  

職

名  

 フリガナ  

氏名  

 

 

代表者生年月日    年 月 日（満 才）  代表就任年月日   年 月 日  

代表者の  

住所・連絡先  

（郵便番号   ―    ）  

      

電話番号   FAX番号   

事業者番号               既に付番されている場合  

事業開始（予定）年月日      年    月    日  

教育・保育施設等  

の区分  

区  分  添付様式  

特定教育施設    

特定保育施設    

特定地域型保育事業者    

 

確認申請書  



附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（こども未来部保育幼稚園課） 


